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コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和 3年 11 月 19 日・閣議決定）

の概要について

令和３年１１月２４日

飯 能 市

日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況であ

る一方、新型コロナウイルス感染症については、新規感染者数は昨夏以降で最も低い

水準となり、行動制限も段階的に緩和されています。

この状況を楽観視せず、感染拡大の可能性に備えて危機管理に万全を期すとともに、

ウイズコロナの下で、一日も早く通常に近い社会経済活動の再開を図るため、国にお

いて「新型コロナウイルス感染症の拡大防止」、「社会経済活動の再開と危機管理の徹

底」、「未来を切り拓く新しい資本主義の起動」、「国民の安全、安心の確保」を 4本柱

とした「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」が令和３年１１月１９日に閣議

決定されました。

本経済対策に基づき、本市においても様々な施策を通じて、新しい生活様式、新し

い日常に資する事業を展開する予定であり、国の予備費活用や補正予算案など詳細な

内容が所管部署宛に通知される予定ですが、現時点において支援策が明確化され迅速

な対応が求められている事業について、事業内容等をご報告いたします。

なお、今後、経済対策の具体的内容や、特に新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金の詳細等が明らかになり、本市独自の緊急経済対策等の立案に至った際

には、別途ご報告いたします。

また、事業の実施にあたっては、飯能市議会に補正予算の議案を提出いたします。

１ 市町村が交付・給付主体となることが見込まれる各種支援金、給付金等

⑴ 令和 3年度子育て世帯への臨時特別給付金（別紙２）

子育て世帯に対する 18 歳以下の子ども 1人当たり 10 万円相当の給付

○ 年内給付分

児童手当の仕組みで、令和 3年 9月分児童手当（本則給付）対象世帯に子

ども 1人につき 5万円を給付（担当 子育て支援課）

○ その他対象

高校生等、公務員世帯については、別途申請手続を行う見込み

○ クーポン等の発行

・ 来年春に向けて、子育て世帯へ 18 歳以下 1人につき 5万円相当を支援

予定

・ 子育てに有効に活用いただくよう、クーポン・バウチャー方式を原則と

別紙１
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した仕組みとすることを予定

⑵ 住民税非課税世帯への１世帯当たり 10 万円の給付

⑶ 緊急小口資金・総合支援資金（初回）・住居確保給付金の特例措置・生活困窮者

自立支援金の申請期限の延長（令和 4年 3 月末まで）、生活困窮者自立支援金の

再支給等

２ マイナポイントの付与にあたっての支援窓口の開設期間の延長（見込み）

マイナンバーカードを活用して、幅広いサービスや商品の購入などに利用できる

マイナポイント（1人当たり最大 2万円相当）付与にあたり、本市マイナポイント

申込支援窓口の開設期間の延長が見込まれる。

３ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した感染予防・拡大防

止、経済対策の実施（見込み）

地方の実情にあわせたの感染予防・拡大防止、経済対策等の取組を支援する、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の再交付が見込まれることから、

国、埼玉県からの通知等を注視し、速やかに対応する。

４ その他支援策

参考資料「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」参照

（令和 3年 11 月 19 日公表）

５ 給付金等の支給・発行体制について

年内に給付する、令和 3年 9月分児童手当（本則給付）対象世帯に子ども 1人に

つき 5万円を給付する事務は、子育て支援課において行うものとする。その後の給

付、クーポン等の発行、住民税非課税世帯への 1世帯当たり 10 万円の給付等に関

する事務は、対策室を設ける方向で検討を行う。




